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１．はじめに

　2007年に特別支援教育が特殊教育から転換して始ま

り，インクルーシブ教育システム構築とともに特別支援
教育の推進が図られている。そして特別な教育的支援
ニーズのある子どもが在籍する全ての学校で実施される
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ために，すべての教職員が特別支援教育の実践に必要
な一定の知識・技能を有していることが求められている
（文部科学省，2012 1））。特別支援教育に関する専門性の
向上のために，現職教員研修の充実が図られる重要性は
高い。そして現職教員研修が見直される場合，教育現場
の実際や教員のニーズをもとに，効果的・効率的な現職
教員研修の在り方について検討する必要がある。これま
で福田ら（2020 2），2021 3））は，通常学校や特別支援学
校等を対象とした研究で，教員研修のスタイル・方法に
関して「ケースカンファレンス」はあらゆる教員からニー
ズがあることや，通常学級や特別支援学校の教員は「校
内研修」へのニーズが高いこと，通級指導教室（特別支
援教室）の教員は，通常学級・特別支援学校・特別支援
学級の教員よりも「実技研修」や「グループ討議を含む
研修」へのニーズが高いことが明らかになった。そして，
学びたい内容（研修内容）に合わせて， OJT（On the Job 
Training）やOFF-JT（Off the Job Training），講義を中心
とするオンライン研修，活動や実技を伴うワークショッ
プ形式といった研修スタイル・方法を効果的・効率的に
使い分けることの重要性を示唆している。特に近年は新
型コロナウイルスによる感染予防が重視される中で，オ
ンライン研修のニーズや必要性が高まっている。しかし，
新しいアセスメントのスキルや専門的指導技法の習得な
どは，講義型を中心とするオンライン研修よりも，活動
や実技を伴うワークショップ形式の研修の方が効果的・
効率的に学びを深められると考えられる。このような研
修では，意見の多様性による相互の学び合いの促進や，
活動を通して生まれた考えや疑問を言語化することによ
る学びの深化などの効果が期待される。
　一方で，その研修の成果をどう評価するのか，あるい
は研修後に習得したものが学校現場に還元できているの
か，研修後に着目した研究は少ない。特に後者は，研修
に参加した本人に委ねられている部分が大きいだろう。
そこで，研修内容が十分に習得されるために，研修シス
テムの一部として，研修内容を踏まえたレポートの提出
が同時に求められる場合も多い。さて，このようなレポー
トにおいて，どのような問い・テーマ（内容の設定）が
効果的に研修内容を振り返ることができ，深い学びを得
ることができるのだろうか。例えば，「学んだこと・重要
だったことは何か」「今後どのように生かしたいか」など，
研修内容を再度整理させ自身の実践と結びつけるような
問い・テーマもあろう。その他に，より実践的な振り返
りの手法として，“ケースレポート”が挙げられる。ケー
スレポートとは，教育・心理・医療・福祉などヒューマ
ン・サービスの領域で使われる用語で，ケース（事例）
に関する実践についての報告書である（石隈，2004 4））。

その機能として，ひとつは何らかの問題をもつ特定の個
人や事柄について，その問題解決の過程を具体的に報告
し，そこから何らかの示唆を得ようとする研究方法（事
例研究法）という側面がある（学校心理士認定運営機構，
2021 5））。同時に，心理教育的アセスメントの結果や援助
サービスの方針・援助の作成や修正に関する提案など，
他者に対するコミュニケーションの方法といった側面も
ある（石隈，2004 4））。その構成例として，①対象者の問
題の概要，②心理教育的アセスメントの方法・結果，③
教育援助方針・計画，④教育援助の経過，⑤教育実践に
関する考察・自己評価など，教育援助前から後までの観
点が挙げられる。これは，特別支援教育における「個別
の指導計画」作成過程である，①特別支援教育対象児の
特性や教育的ニーズを把握し，②一定期間における達成
目標（長期目標・短期目標）と，③それに向かう具体的
な指導の手立てを決め，④その結果がどれほど達成でき
たかの振り返りを行い，⑤指導目標や手立てを修正する，
と同様な作業である（学校心理士認定運営機構，2021 
5））。研修内容がアセスメントや専門的指導技法に関する
ものであれば，それを深化させるための課題として，教
師にケースレポートを作成させることは意義のあること
と考える。
　そこで本研究では，開発的に『アセスメント』ワーク
ショップ形式の研修を実施し，振り返りとしてケースレ
ポート課題を提示する。そして提出されるケースレポー
トの実際を明らかにするとともに，必要とされる研修内
容について具体的に検討することを目的とした。ケース
レポートの作成における留意点として，内容の充実さも
さることながら，「事実と推論を分ける」「ケースレポー
トの読み手の尊重」など表記に関することも挙げられる
（石隈，2004 4））。本研究では，ケースレポートを分析す
る際に，内容と表記の面から評価基準を事前に設定し，
それに基づく評価と分析を行う。

２．方法

２．１　調査時期・対象
　2020年10月から12月の期間で，東京都都内で開催さ
れた『アセスメント』ワークショップ研修（概要は後述：
2．2）に参加した者のうち，参加後にケースレポートを
提出した47名（「LCSA学齢版言語・コミュニケーション
発達スケール」研修参加者24名，「ASIST学校適応スキ
ルプロフィール」研修参加者23名）を対象とした。また
本研究では，そのケースレポートの内容を分析した。

－ 110 －

東京学芸大学教育実践研究　第18集（2022）



２．２　『アセスメント』ワークショップ研修の概要
　本研修は，「LCSA学齢版言語・コミュニケーション発
達スケール」や「ASIST学校適応スキルプロフィール」
など『アセスメントツール』をテーマとし，2020年10月
～12月の間に，各 2回，計 4回，東京都都内会場で実
施された。講師はA国立大学の特別支援教育を専門とす
る教員2名である。どちらの研修もワークショップ形式
で開催され，その流れは①検査概要・解説，②グループ
ワーク，③ケース検討，④スーパーヴァイズ，⑤ケース
レポート提出（⑤は帰宅後作成・提出）であった。対象
者は，主に小学校通級指導（特別支援）教室に所属して
いる教員である（特別支援教室とは，東京都が行ってい
る通級による指導を教員がすべての学校を巡回して行う
全校配置システムである）。参加者は，計150名（“LCSA”
研修参加者83名，“ASIST”研修参加者67名）であった。

２．３　手続き・分析方法
　『アセスメント』ワークショップ研修終了時に，研修参
加者に対して研修内容をふまえケースレポートの作成を
依頼した。研修内容（アセスメント）のふり返りを兼ね
た課題を呈示したため，便宜的に“ケースレポート”と
いう言葉を使用しているが，実際には簡略化した項目に
沿って作成を依頼している。具体的には，「①対象者の
障害，または疑われる障害」「②学校生活でみられる対
象児の支援ニーズ」「③アセスメントを対象児に実施した
際に予想される結果など」「④対象児の支援目標とその
手立て」と，教育援助方針・計画の立案までをケースレ

ポートとして記述してもらった。あわせて，ケースレポー
トの最後に，研修を踏まえ「アセスメントツールの活用
に関する意見や課題・難しさ」を記述してもらった。な
お，ケースレポートにおける対象児の抽出は研修ごとに
異なり，“LCSA”の研修に参加した場合「言語・コミュ
ニケーションに困難さがある児童」を，“ASIST”の研修
に参加した場合「行動・情緒に困難さがある児童」をそ
れぞれ抽出してもらった。
　このケースレポートの内容を，特別支援教育を専門と
する大学教員2名と大学院生2名の計 4名で評価した。
評価基準は，ケースレポートの定義や意義をふまえ，学
校心理学ケースレポートハンドブック（学校心理士認定
運営機構，2021 4））が示す評価のポイント等を参考に，
事前に作成した。具体的には，「観点1．学校生活でみ
られる対象児の支援ニーズ」「観点2．アセスメントを対
象児に実施された場合に予想される結果など」「観点3．
対象児の支援目標とその手立てについて」「観点4．字
数の適切さ（800字以上）」「観点5．表記の適切さ（誤
字脱字・論理的で明瞭な表現・ケースレポートとして妥
当か）」の5つの各観点に対して，0（適切でない）～ 3
（適切である）点を与え，計15点満点で評価した。評価
例などを表1に示す。観点1 ～ 3は質的な側面（児童の
視点に立ち作成されているか，など）からケースレポー
トを評価し，観点4・5は量的な側面（他者が読んでも
分かりやすいか，など）から評価している。5観点で47
名分のケースレポート（計235）を評価した結果，その
一致率は81.7%（192/235）であった。不一致が生じた部

表1　ケースレポート評価基準

観点 評価基準 評価例

1．学校生活でみられる
対象児の支援ニーズ

0：適切でない
1：やや適切でない
2：やや適切である
3：適切である

支援ニーズについて書かれていない，分かりにくい
手立てまでを含めて支援ニーズを記述している
教師一視点により支援ニーズが整理されている
教師以外の視点も含め支援ニーズが整理されている

2．アセスメントを対象児
に実施した場合に予想さ
れる結果など

0：適切でない
1：やや適切でない
2：やや適切である
3：適切である

結果が書かれていない，分かりにくい
結果数値のみを示している
結果数値をふまえ得意不得意について整理している
結果数値を分析し，子どものを総合的に述べている

3．対象児の支援目標と
その手立てについて

0：適切でない
1：やや適切でない
2：やや適切である
3：適切である

支援目標や手立てが書かれていない
目標と手立てを別々に羅列しその対応が分かりにくい(抽象的なものも含む)
1と2を踏まえ支援目標を立案しており，手立てが目標と対応している
上記に加え，論理的で分かりやすい

4．字数の適切さ（800字
以上）

0：適切でない
1：やや適切でない
2：やや適切である
3：適切である

字数を超えていない
字数は越えているものの，内容が偏っている
字数は越えているものの，内容がやや偏っている
字数は越えており，どの項目も十分に記述されている

5．表記の適切さ（誤字脱
字・読みやすい表現・論
理的か・レポートとして）

0：適切でない
1：やや適切でない
2：やや適切である
3：適切である

ケースレポート全体を通して不適切である
ケースレポート全体を通してやや不適切な箇所がある
ケースレポート全体を通して一部不適切な箇所がある
ケースレポートの大半で適切である
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分については1つずつ話し合い，点数を定めた。評価点
はそれぞれ単純集計し，各評価点平均について t検定に
より差を検討した。また，「アセスメントツールの活用に
関する意見や課題・困難」についても，同様に4名でKJ
法によるカテゴリー分類を行い，ラベル名称などを検討
した。

２．４　倫理的配慮
　調査の依頼は，本研究の目的や方法，個人情報の保
護に関して書面にて示し，口頭でも説明した。同意の拒
否・撤回は随時可能であること，対象者に不利益は生じ
ないこと，得られた情報は研究の目的以外に使用しない
こと，個人が特定されないようにすることを明示した。
本調査協力及び発表は，ケースレポートの提出をもって
同意を得たとした。

３．結果と考察

３．１　ケースレポートの対象
　“LCSA”研修参加者（24名）によるケースレポートの
概要として，対象児の性別は男児が 8名（33.3%），女児
が 3名（12.5%），不明が13名（54.2%）であった。また，
学年は小1が 1名（4.2%），小2が 1名（4.2%），小3が
5名（20.8%），小4が 4名（16.7%），小5が0名（0%），
小6が 2名（8.3%），不明が11名（45.8%）であった。障
害名（疑いを含む）は表 2で示す。“ASIST”研修参加
者（23名）によるケースレポートの概要として，対象児
の性別は男児が12名（52.2%），女児が 2名（8.7%），不
明が 9名（39.1%）であった。また，学年は小1が 2名
（8.7%），小2が 4名（17.4%），小3が 1名（4.3%），小
4が 3名（13.0%）， 小5が 5名（21.7%）， 小6が0名
（0%），不明が 8名（34.8%）であった。障害名（疑いを
含む）は同様に表 2で示す。対象児の性別や学年は“不
明”が多く占めた。これは，研究資料として個人情報の
保護が保障されているとはいえ，外部機関へケースレ
ポートを提出するにあたり，研修参加者による匿名性へ
の配慮であったと考えられる。この結果を踏まえ，本研
究では，ケースレポートの評価にあたり対象児の属性の
有無は考慮しなかった。対象児の障害名（疑いを含む）
は多岐に渡り，単一の障害や複数の障害のある（疑いを
含む）児童についてケースレポートが作成されていた。

３．２　ケースレポートの平均得点と標準偏差
　分析手続きに則りケースレポートを評価した結果，
“LCSA”研修参加者の観点別得点平均はそれぞれ，観
点1が2.08点（SD：0.58），観点2が1.83点（SD：0.70），

観 点3が1.79点（SD：0.72）， 観 点 4が2.00点（SD：
0.83），観点5が1.96点（SD：0.55），総得点平均が9.67
点（SD：2.20）であった。また，“ASIST”研修参加者
の観点別得点平均はそれぞれ，観点1が2.13点（SD：
0.55）， 観 点2が1.91点（SD：0.42）， 観 点3が2.26点
（SD：0.69），観点 4が1.74点（SD：0.92），観点5が2.26
点（SD：0.54），総得点平均が10.3点（SD：2.12）であっ
た。また，同様のものを表 3で示す。
　“LCSA”研修参加者内における観点別得点平均の比較
を行ったところ，有意差はみられなかった。つまり，観
点別にみた際に，ケースレポートとして内容や表記に偏
りは小さいものと考えられる。一方で，“ASIST”研修
参加者内における観点別得点平均の比較を行ったとこ
ろ，観点1・3・5は観点 4より得点が有意に高く（観
点1 ­ 4：t （22）=2.24, p<.05 ／観点 3 ­ 4：t （22）=2.79, 
p<.05 ／観点 4 ­ 5：t （22）=­3.17, p<.01），観点3・5
は観点 2より有意に得点が高かった（観点2 ­ 3：t （22）
=­2.15, p<.05 ／観点 2 ­ 5：t （22）=­2.91, p<.01）。つま
り，観点別にみた際に，ケースレポートとして内容や表
記に偏りがあり，「3．対象児の支援目標とその手立てに
ついて」や「5．表記の適切さ（誤字脱字・論理的で明
瞭な表現・ケースレポートとして妥当か）」は相対的に
充実しているものの，「2．アセスメントを対象児に実施
された場合に予想される結果など」や「4．字数の適切
さ（800字以上）」は相対的に不十分であったと考えられ
る。本研究においては，“LCSA” と“ASIST”の各研修

表2　ケースレポート対象児の障害（疑いを含む）

障害名（疑いを含む） LCSA ASIST

ASD 4 4
ADHD 3 6
LD 1 0
情緒障害 2 1
軽度 IDD 0 1
ASD＋ADHD 4 6
ASD＋LD 1 1
ASD＋DCD 0 1
ADHD＋LD 2 0
ADHD＋境界域知能 2 0
ADHD＋愛着障害 0 3
ADHD＋抑うつ 1 0
LD＋DCD 1 0
LD＋情緒障害 1 0
ASD＋ADHD＋情緒障害 1 0
ADHD＋LD＋DCD 1 0

ASD：自閉スペクトラム症，ADHD：注意欠如・多動症
LD：学習障害，DCD：発達性協調運動障害
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参加者で，ケースレポートの書き方（文量や厚みのもた
せ方）の傾向が異なると示唆された。また，各研修参加
者間で得点平均の比較を行ったところ，観点3において
“ASIST”研修参加者の方が“LCSA”研修参加者より有
意に得点が高く（t （45）=­2.28, p<.05），それ以外では有
意差はみられなかった。

３．３　ケースレポート得点の人数分布
　ケースレポートの評価において得点別に人数を整理し
た。観点別得点の人数分布を示したものが表 4，総得点
の人数分布を示したものが表 5である。“LCSA”研修
参加者において，各観点の最頻値は2点であった。0点
が含まれたのは観点3と観点 4であり，それぞれ1名で
あった。総得点の最頻値は10点であり，最低点が 4点，
最高点が15点であった。7 ­12点の間で人数の大半を占

めた。一方で，“ASIST”研修参加者において，各観点の
最頻値は2点であった。0点が含まれたのは観点3と観
点 4であり，前者が1名，後者が 2名であった。総得点
の最頻値は9点であり，最低点が 7点，最高点が15点で
あった。7 ­15点の各得点で幅広く人数は分散されてい
た。総得点が低い場合の原因として，大きく2つ考えら
れる。1つは，ケースレポート全体の字数が少ないこと
により，内容が淡白なものとなったからである。字数が
多ければ必ずしも内容が伴うわけではないが，少ないと
内容に偏りが生じ，ケースレポートの対象児を限られた
側面でしか記述できないものと考える。もう1つは，観
点1 ～ 3のうちのいずれかで内容が極端に偏っており，
ケースレポートの構成がうまくなかったからである。ケー
スレポートの構成上，いずれの観点もなくてはならない
ものであり，教育援助方針が客観的にも明瞭で根拠も明
確であるためには，支援ニーズやアセスメントを多角的
に記述する必要があると考える。

３．４　�アセスメントツールの活用に関する意見や課題・
困難

　「アセスメントツールの活用に関する意見や課題・困
難」について，KJ法によるカテゴリー分類の結果を表
6に示す。“LCSA”研修参加者からは39個収集され，
そのうち「時間的制約」について述べられたものが10
個（25.6%），「子どもの特性・関係性」が 6個（15.4%），
「実施者のスキル」が 6個（15.4%），「指導への活用
法」が 5個（12.8%），「アセスメントの活用法」が 4個
（10.3%），「他教師との連携」が 3個，「保護者対応」が
3個（10.3%），「値段」が 2個（5.1%）であった。また
“ASIST”研修参加者からは29個収集され，そのうち「実
施者のスキル」について述べられたものが 8個（27.6%），
「アセスメントの使用法」が 5個（17.2%），「時間的制約」
が 4個（13.8%），「他教師との連携」が 4個（13.8%），
「保護者対応」が 4個（13.8%），「指導への活用法」が
3個（10.3%），「子どもの特性・関係性」が1個（3.4%）
であった。 “LCSA” と “ASIST”の各研修参加者から共
通した意見や課題・困難が多く収集された。一方で共通
のカテゴリーでも，評価法が異なる“LCSA”（直接的な
評価；課題実施タイプ）と“ASIST”（間接的な評価；質
問紙タイプ）ならではの意見もみられた。

表3　ケースレポート平均得点・標準偏差

表5　総得点別分布（人数）

表4　観点別分布（人数）

LCSA ASIST
t検定

M SD M SD

観点1 2.08 0.58 2.13 0.55 n.s.

観点2 1.83 0.70 1.91 0.42 n.s.

観点3 1.79 0.72 2.26 0.69 *

観点4 2.00 0.83 1.74 0.92 n.s.

観点5 1.96 0.55 2.26 0.54 n.s.

総得点 9.67 2.20 10.30 2.12 n.s.

M：平均，SD：標準偏差，*：p<.05

得点
0点 1点 2点 3点

LCSA

観点1 0 3 16 5
観点2 0 8 12 4
観点3 1 6 14 3
観点4 1 5 11 7
観点5 0 4 17 3

ASIST

観点1 0 2 16 5
観点2 0 3 19 1
観点3 1 0 14 8
観点4 2 7 9 5
観点5 0 1 15 7

得点
0­3点 4点 5点 6点 7点 8点 9点 10点 11点 12点 13点 14点 15点

LCSA 0 1 0 0 2 3 5 6 2 4 0 0 1
ASIST 0 0 0 0 1 4 6 1 4 4 1 1 1
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　「時間的制約」では，両者ともに，アセスメント実施
の必要性など理解を示しつつも，限られた時間内にアセ
スメントツールを取り入れることの難しさを訴えていた。
これは，アセスメントを日頃から実施していくといった
学校内のシステムが構築されていないことや，アセスメ
ントツール利用に対する優先度が教師にとって低いこと
が背景として考えられる。「実施者のスキル」「子供の特
性・関係性」では，対象児童の姿をいかに客観的に読み
取るか，結果を分析していくかが課題に挙げられた。本
『アセスメント』ワークショップ研修参加者の多くは，日
頃から“LCSA”や“ASIST”を活用しておらず，それら
のアセスメントツールの概要や使用法を初めて学んでい
た。こうしたアセスメント実施のスキルの向上は，教員
研修の内容としても求められることだが，日々の積み重
ねが重要なひとつの側面であり校内研修等でも取り入れ
られていくことが望まれだろう。「指導への活用法」「ア
セスメント使用法」では，児童の障害特性やアセスメン
ト結果を踏まえた指導計画の立案，アセスメントバッテ
リーの考え方に対する困難感が挙げられた。児童の実態
は多様化・重複化しており，児童に応じたオーダーメイ
ドの指導やアセスメントバッテリーが求められているか
らこそ，各教師の負担感は一層大きい可能性がある。教
員研修は複数の教師へ一斉に行われているといった特性
を鑑みると，児童の実態と指導の手立てがある程度パッ

ケージ化されたプログラムを紹介するとともに，必要性
に応じて個別的にスーパーヴァイズの機会が設けられる
とよいだろう。「他教師との連携」「保護者対応」では，
本『アセスメント』ワークショップ研修で取り扱ったア
セスメントツールの認識が教師間で異なることや，見立
ての擦り合わせの重要性，保護者へのフィードバックの
難しさが挙げられた。アセスメントの実施とそこから得
られる情報は，担任する教師が独占するものではなく，
保護者や児童に関わる教師等と共有し，個別の指導計画
の作成等に活用すべきものである。教員研修等では，ス
ムーズな連携が行えるために必要なことはなにかディス
カッションを行ったり，保護者対応のロールプレイング
形式を取り入れたりすることが必要であると考える。

４．おわりに

　本研究では，『アセスメント』研修内容のふり返りを兼
ねて，研修参加者が担当する児童を対象としたケースレ
ポートを作成してもらい，その内容について分析を行っ
た。研修参加後にその依頼をしたため，対象とした教師
らの時間的な制約や負担は大きかったと考えられる。ま
た，ケースレポートの書き方をよく知らないままに作成
した教師もいるだろう。評価得点の高低はこれらの要因
も考慮する必要がある。しかし，本研究において，全て

表6　アセスメントツール活用に関する意見や課題・困難

LCSA ASIST

時間的制約（10）

アセスメントの時間が確保できない（5）

実施者のスキル（8）

主観的評価によるため実施者により異なる（4）

児童によっては時間がかかる（3） 結果を読み取る能力が必要（2）

期間が空いてしまう（1） 希望的な見方により結果が歪まないか（1）

通級に来ていないと実施できない（1） 自信が無い（1）

子供の特性・
関係性（6）

苦手な課題にどうモチベーションをもって取り組ませるか（2）

アセスメント
使用法（5）

他アセスメントとの紐付けが難しい（1）

最後までどう集中させて取り組ませるか（2） どうアセスメントを組み合わせるか（1）

学年によって取り組めない課題がありそう（1） 教師が実施できるアセスメントが増えてほしい（1）

ラポールがとれていない時期にどれだけ正確にできるか（1） 具体的場面を想定しているため，より「できなさ」を実感しそう（1）

実施者のスキル
（6）

スムーズに聞き取るなど慣れが必要（2） 項目が多い（1）

1人で記録を取るのが難しい（2）

時間的制約（4）

話し合いの時間が確保できない・負担（2）

技量による差が生まれそう（1） 結果を分析する時間がない（1）

プロフィール化作業が大変（1） アセスメントの時間が確保できない（1）

指導への活用法
（5）

児童の障害特性や実態を加味した指導の立案が難しい（3）

他教師との連携（4）

複数人で実施する必要がある（2）

検査結果を踏まえた指導の立案が難しい（2） 通常学級担任と連携する必要がある（1）

アセスメント
使用法（4）

どうアセスメントを組み合わせるか（2） アセスメントへの認知度が異なる（1）

発達検査とどう差別化して実施するか（1）

保護者対応（4）

項目への評価が異なる場合の対処法（2）

どれくらい期間を空けて継続的に実施すべきか（1） 家庭でしか分からない項目をいかに聞き取るか（1）

他教師との
連携（3）

アセスメント自体の認知度が異なる（2） 保護者との連携が難しい（1）

見立ての擦り合わせ（1） 指導への活用法（3） 検査結果を踏まえた指導の立案が難しい（3）

保護者対応（3）
保護者への説明が難しい（2） 子供の特性・関係性（1）関係性が重要（1）

保護者がどの程度信頼してくれるか分からない（1）

値段（2） 高価であり導入しにくい（2）
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の観点において高い水準に位置するケースレポートの数
は少なかった。ケースレポートは日頃から作成するもの
ではないが，ケースレポートで示す観点は，児童の指導
目標の立案や手立てを考案する上で十分に留意しなけれ
ばならず重要である。本研究で示されたケースレポート
の中には，その内容に偏りがあるなど，それらの観点が
十分に踏まえられていないものもあった。こうした実態
は，これまでの研修等では伝えられなかった，あるいは
行き届いていない側面を示しているのかもしれない。“多
角的な視点から”支援ニーズを整理し，“複数のアセスメ
ントの実施から”児童の実態と支援ニーズとを照らして
いくことは，指導目標の立案と必要な手立てを考案して
いく上で必要なプロセスである。「多角的な視点とは？」
「複数のアセスメントとは？」などのテーマも，特別支援
教育に関する現職教員研修に取り入れていく必要がある
と考える。また，アセスメントツールの活用に関する意
見や課題・困難として，「時間的制約」「実施者のスキル」
「他教師との連携」「保護者対応」「指導への活用法」が
挙げられた。これらは，現職教員研修の内容やそのシス
テムにおいて実際的に求められているものであり，今後
さらに検討していく必要があると考える。

付　記

　本研究は，東京学芸大学現職教員研修推進機構による
プロジェクト『特別支援教育に関わる大学発信型現職教
員研修システムの開発』の一環として行われた。
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